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得られており、仮説 1 と 2 は支持されるが、灌漑の有無は支出と関係がなく再び仮説 3 は
支持されないという結果になった。質的に類似の結果は、Oaxaca分解分析によっても確認


















である。また、所得の決定因に関する分析は Journal of Development Studiesに、所得格
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本文本論文の最終報告に引き続き、平成 22年 6月 14日（月）11時半より審査委員会が
開催された。審査委員は大塚啓二郎教授（主査）、園部哲史教授（副査）、黒澤昌子教授





1. 表 4-2の国道と地方道の効果の相違、表 4.2、5.1、5.2の農地・労働者比率の効果
等、理解しにくい推定結果についての説明を加える必要がある。 
2. 表 4.5で用いた変数については、全てについて説明があるべきである。 
3. 2段階推定等、推定結果の頑健性については、表を使ってより詳しく説明すべきで
ある。 
4. 「一人あたりの所得」は単純に一人当たりなのか、子供や老人の数は成人換算した
ものを用いたのか、説明する必要がある。 
5. 家計データを使った分析結果も、推定の頑健性を検証するうえで重要であり、表を
使ってより詳しく説明すべきである。 
6. Convergence分析で、初期の所得に加えてそれと電化率等のインフラとの相乗効果
のタームを加えた式も推定すべきである。 
7. 教育のある労働者がどのような職業を選んでいるかをより詳しく説明すべきだし、
特に仕送りとの関係をより明確にすべきである。 
8. 本研究のユニークな貢献はもっと強調すべきである。 
 
4 
 
審査委員の協議の結果、上記のコメントはむずかしいものではないので、修正がなされ
たか否かの判断は主査に任せることが決定された。著者は直ちに論文の修正を行い、主査
の最終確認を経た上で博士論文最終版として提出した。したがって、審査委員全員が本論
文を本学博士論文として妥当であると結論づけたことになる。 
